
　　　　　　　　　　　【科学技術特別委員会】

（１）審議概観

　第140回国会において本特別委員会に付託された法律案は、内閣提出１件で

あり、可決した。

　また、本特別委員会に付託された請願はなかった。

〔法律案の審査〕

　核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する

法律案は、包括的核実験禁止条約上の義務を履行するための国内法整備であ

り、核爆発の禁止、報告徴収、条約により設立される機関の指定する者の立入

調査等について規定を整備しようとするものである。

　委員会においては、５月30日に趣旨説明を聴取し、６月６日、条約未署名国

の署名促進のための我が国の取組、核爆発探知能力の現状と国際監視網整備へ

の貢献策、プルトニウムの需給見通し等について質疑が行われ、同日、全会一

致をもって可決した。

〔国政調査等〕

　２月21日、近岡科学技術庁長官から所信を、沖村科学技術庁長官官房長から

平成９年度科学技術庁関係予算について説明を聴取した。また同日、池田科学

技術庁原子力安全局長から高速増殖原型炉「もんじゅ」のナトリウム漏えい事

故に関し、温度計の破損原因、ナトリウム漏えい燃焼実験の結果等について報

告を聴取した。

　２月26日、所信に対して、研究評価の在り方、ライフサイエンスの振興、

「もんじゅ」事故の原因と対策等について質疑が行われた。

　３月11日に動燃東海事業所再処理施設において火災爆発事故が発生し、これ

を受けて17日、政府より事故の状況と今後の対応について説明を聴取した後、

過去における消火訓練の有無、「もんじゅ」事故の教訓の再処理施設火災爆発

事故への反映等について質疑が行われた。また、３月21日、動燃東海事業所再

処理施設の火災爆発事故現場を視察し、関係者から説明を聴取した。

　３月27日、予算委員会から委嘱を受けた平成９年度科学技術庁予算の審査を

行い、科学技術基本計画の予算案への反映、経済コストの観点からのプルサー

マル計画見直しの必要性、脳科学研究の目的と研究成果の活用等について質疑

が行われた。

　５月16日、動燃東海事業所再処理施設火災爆発事故の原因調査状況について

政府から報告を聴取し、爆発事故発生当時の職員の配置状況、事故による「原

子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」への影響、施設の安全審査体制



の責任の所在等について質疑が行われた。

　６月17日、動燃改革検討委員会における検討状況について政府から報告を聴

取した。

（２）委員会経過

○平成９年１月20日（月）（第１回）

　○特別委員長を選任した後、理事を選任した。

○平成９年２月21日（金）（第２回）

　○科学技術振興のための基本施策に関する件について近岡科学技術庁長官か

　　ら所信を聴いた。

　○平成９年度科学技術庁関係予算に関する件について政府委員から説明を聴

　　いた。

　○高速増殖原型炉「もんじゅ」のナトリウム漏えい事故に関する件について

　　政府委員から報告を聴いた。

○平成９年２月26日（水）（第３回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○科学技術振興のための基本施策に関する件について近岡科学技術庁長官、

　　政府委員及び参考人動力炉・核燃料開発事業団理事中野啓昌君に対し質疑

　　を行った。

○平成９年３月17日（月）（第４回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○動燃東海事業所再処理施設における火災爆発事故に関する件について近岡

　　科学技術庁長官、政府委員、科学技術庁、消防庁、内閣官房当局、参考人

　　動力炉・核燃料開発事業団理事長近藤俊幸君、同事業団副理事長植松邦彦

　　君及び同事業団理事中野啓昌君に対し質疑を行った。

○平成９年３月27日（木）（第５回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○平成９年度一般会計予算（衆議院送付）

　　平成９年度特別会計予算（衆議院送付）

　　平成９年度政府関係機関予算（衆議院送付）

　　（総理府所管（科学技術庁））について近岡科学技術庁長官、政府委

　　員、文部省当局、参考人動力炉・核燃料開発事業団副理事長植松邦彦君、



　同事業団理事中野啓昌君及び同事業団理事長近藤俊幸君に対し質疑を行っ

　た。

　　本委員会における委嘱審査は終了した。

○動燃東海事業所再処理施設における火災爆発事故に関する件について委員

　長から視察の報告を聴いた。

○平成９年５月16日（金）（第６回）

　○参考人の出席を求めることを決定した。

　○動燃事業団アスファルト固化処理施設における火災爆発事故に関する原因

　　調査状況について近岡科学技術庁長官及び政府委員から報告を聴いた。

　○動燃東海事業所再処理施設火災爆発事故等に係る諸問題に関する件につい

　　て近岡科学技術庁長官、政府委員、都甲原子力安全委員会委員長、資源エ

　　ネルギー庁当局、参考人動力炉・核燃料開発事業団理事長近藤俊幸君、同

　　事業団理事中野啓昌君及び同事業団副理事長植松邦彦君に対し質疑を行っ

　　た。

○平成９年５月30日（金）（第７回）

　○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

　　る法律案（閣法第88号）（衆議院送付）について近岡科学技術庁長官か

　　ら趣旨説明を聴いた。

○平成９年６月６日（金）（第８回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

　　る法律案（閣法第88号）（衆議院送付）について近岡科学技術庁長官、

　　政府委員、都甲原子力安全委員会委員長、外務省及び気象庁当局に対し質

　　疑を行った後、可決した。

　　（閣法第88号）　賛成会派　自民、平成、社民、民緑、共産、新社

　　　　　　　　　　反対会派　なし

○平成９年６月17日（火）（第９回）

　○理事の補欠選任を行った。

　○動燃改革検討委員会における検討状況に関する件について近岡科学技術庁

　　長官及び政府委員から報告を聴いた。

　○科学技術振興対策樹立に関する調査の継続調査要求書を提出することを決

　　定した。



　○閉会中における委員派遣については委員長に一任することに決定した。

○平成９年６月18日（水）（第10回）

　○特別委員長の辞任を許可し、補欠選任を行った。

（３）成立議案の要旨

　核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

　る法律案（閣法第88号）

　　　　　　　　　　　　　　　【要　旨】

　本法律案は、包括的核実験禁止条約（以下、条約）の実施に伴い、核爆発の

禁止、報告徴収、包括的核実験禁止条約機関の指定する者による立入調査等に

ついて定めようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

１　内閣総理大臣は、条約により設立される包括的核実験禁止条約機関等から

　条約の定めるところにより要請があった場合、包括的核実験禁止条約機関等

　に対して説明を行うため、核燃料物質を取り扱う者その他の者に対し、その

　要請に係る事項に関し報告させることができる。

２　内閣総理大臣は、３の立入調査等が行われた場合、包括的核実験禁止条約

　機関に対して説明を行うため、関係者に対し、立入調査等の対象となった土

　地等に関し報告させることができる。

３　包括的核実験禁止条約機関の指定する者は、条約の定める範囲内において

　立入調査等をすることができる。

４　核爆発を生じさせた者は、７年以下の懲役に処するとともに、その未遂罪

　は、罰する。

５　この法律は、条約が日本国について効力を生ずる日から施行する。
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